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１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 639,399 19.3 △4,717 － △3,218 － △5,739 －
2024年３月期第３四半期 535,893 △21.2 8,134 206.6 10,126 357.4 8,768 385.8

(注) 包括利益 2025年３月期第３四半期 △3,866百万円( －％) 2024年３月期第３四半期 13,047百万円( 56.0％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 △74.34 －
2024年３月期第３四半期 113.64 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 387,413 81,365 20.9
2024年３月期 389,960 86,350 22.1

(参考) 自己資本 2025年３月期第３四半期 81,153百万円 2024年３月期 86,155百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.00 － 15.00 15.00
2025年３月期 － 0.00 －
2025年３月期(予想) 12.00 12.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 859,600 18.8 300 △98.1 1,600 △91.5 △700 － △9.07

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 －社（社名） 、除外 １社（社名） 東京石油興業株式会社

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期３Ｑ 78,183,677株 2024年３月期 78,183,677株

② 期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 943,342株 2024年３月期 1,020,912株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 77,207,899株 2024年３月期３Ｑ 77,162,767株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想な

どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるドバイ原油価格は、期初１バレルあたり87ドル台で始まりました。イスラ

エルとイランの緊張の高まりによって４月上旬には90ドル台まで上昇しましたが、その後の両国の報復攻撃が軽

微に留まったことやОＰＥＣプラスが減産幅を縮小するとの報道を受け、石油需給の緩みが意識されたことから、

一時77ドル台まで下落しました。米国の利下げ観測や中東情勢の悪化等により買い戻される局面もありましたが、

サウジアラビアが増産を検討しているとの報道を受け、９月上旬には70ドル台まで下落しました。10月に入ると、

イスラエルとイランの対立が表面化し、中東情勢の悪化が強く懸念されたことで78ドル台まで上昇しましたが、

中国の景気後退懸念から原油需要が伸び悩むとの見方が強まり、原油価格は低調に推移し、75ドル台で当四半期

の取引を終了しました。この結果、期中平均では約79ドルとなりました。

一方、期初１ドル151円台前半で始まった為替相場は、日米金利差を背景に円安基調が続き、ドル/円レートは

７月上旬に161円台後半まで上昇しました。その後日米金利差が縮小したことで円高・ドル安方向に反転し、９月

にドル/円レートは142円台後半まで下落しました。10月以降は、米国の堅調な経済指標とインフレ圧力に伴う利

下げ観測の後退、またトランプ次期政権の政策の不透明さを背景に日米両中央銀行が金融政策へ慎重な姿勢を示

す中、円安・ドル高方向に推移し期末は157円台前半で終了しました。この結果、期中平均は152円台後半となり

ました。

このような事業環境のもと、当社は前年度５月から６月にかけて行われた、２年に一度実施する小規模定期修

理の影響解消により、袖ケ浦製油所での原油処理量は、前年同期比805千キロリットル増の5,953千キロリットル、

当社の石油製品及び石油化学製品等の販売数量は、862千キロリットル増の6,255千キロリットルとなりました。

こうした状況のもと、当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

売上高は、小規模定期修理の影響解消に伴う販売数量の増加等により、前年同期比1,035億円増収の6,393億円

となりました。損益につきましては、在庫影響（総平均法および簿価切下げによる棚卸資産の評価が売上原価に

与える影響）が69億円の原価押し上げ要因（前年同期は63億円の原価押し下げ要因）と前年同期比で反転したこ

と等により、営業損失は47億円（前年同期比128億円減益）となりました。経常損失は、持分法による投資利益16

億円を計上したこと等から、32億円（前年同期比133億円減益）となりました。親会社株主に帰属する四半期純損

失は、子会社株式売却損11億円を計上したこと等により、57億円（前年同期比145億円減益）となりました。

なお、当期の在庫影響を除いた実質ベースの損益は、営業利益相当額が22億円（前年同期比５億円増益）、経

常利益相当額は37億円（前年同期並み）となりました。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ１億円減少の2,614億円となりました。主な要因は、棚卸資産の減少106

億円、受取手形、売掛金及び契約資産の増加145億円、未収入金の減少40億円であります。

（固定資産）

固定資産は、前連結会計年度末と比べ23億円減少の1,259億円となりました。主な要因は、機械装置及び運搬具

の減少29億円であります。

（流動負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ38億円増加の2,671億円となりました。主な要因は、買掛金の減少158億

円、短期借入金の増加102億円、未払揮発油税の増加92億円であります。

（固定負債）

固定負債は、前連結会計年度末と比べ14億円減少の389億円となりました。主な要因は、長期借入金の減少41億

円、修繕引当金の増加29億円であります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ49億円減少の813億円となりました。主な要因は、利益剰余金の減少69

億円、繰延ヘッジ損益の増加19億円であります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

前回予想（2024年11月８日発表）以降の業績の動向等を勘案し、通期の業績予想を修正いたします。

今回の修正見通しの前提として、第４四半期のドバイ原油価格は75ドル／バレル（前回予想同75ドル／バレ

ル）、同じく為替レートは150円／ドル（前回予想同140円／ドル）といたしました。

売上高につきましては、販売価格の上昇が見込まれることなどから、前回予想比368億円増収の8,596億円とな

る見通しです。

損益につきましては、為替レートの想定を見直したことによる在庫影響の原価押し上げ効果の縮小を見込んで

おり、マージン環境の改善も見込まれることなどから、営業利益３億円（前回予想比30億円増益）、経常利益16

億円（同39億円増益）、親会社株主に帰属する当期純損失７億円（同33億円改善）となる見通しです。

なお、在庫影響を除いた実質ベースの損益は、営業利益相当額で34億円（前回予想比19億円増益）、経常利益

相当額で47億円（同28億円増益）となる見通しです。

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいています。実際の業績は様々な要因により

予想数値とは異なる結果となる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,801 13,517

受取手形、売掛金及び契約資産 84,380 98,917

有価証券 500 200

棚卸資産 154,249 143,608

未収入金 6,788 2,714

その他 1,969 2,535

流動資産合計 261,690 261,493

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,560 11,258

油槽（純額） 2,483 2,267

機械装置及び運搬具（純額） 27,628 24,671

土地 51,314 50,673

建設仮勘定 1,667 2,355

その他（純額） 579 643

有形固定資産合計 95,234 91,869

無形固定資産

ソフトウエア 665 604

その他 244 111

無形固定資産合計 909 716

投資その他の資産

投資有価証券 30,459 31,735

長期貸付金 641 641

退職給付に係る資産 955 923

その他 476 438

貸倒引当金 △407 △405

投資その他の資産合計 32,125 33,333

固定資産合計 128,269 125,919

資産合計 389,960 387,413
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 59,487 43,604

短期借入金 132,303 142,577

1年内返済予定の長期借入金 9,259 7,898

未払金 24,827 30,157

未払揮発油税 22,279 31,572

未払法人税等 2,617 183

賞与引当金 355 153

その他 12,092 10,968

流動負債合計 263,222 267,115

固定負債

長期借入金 19,813 15,684

繰延税金負債 9,651 9,354

特別修繕引当金 2,874 2,930

修繕引当金 5,797 8,733

退職給付に係る負債 1,615 1,599

役員退職慰労引当金 26 17

その他 606 612

固定負債合計 40,387 38,932

負債合計 303,609 306,047

純資産の部

株主資本

資本金 24,467 24,467

資本剰余金 25,495 25,495

利益剰余金 33,398 26,422

自己株式 △1,271 △1,146

株主資本合計 82,090 75,238

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,472 1,298

繰延ヘッジ損益 △2,633 △686

土地再評価差額金 1 1

為替換算調整勘定 4,544 4,671

退職給付に係る調整累計額 680 629

その他の包括利益累計額合計 4,064 5,914

非支配株主持分 194 212

純資産合計 86,350 81,365

負債純資産合計 389,960 387,413
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

売上高 535,893 639,399

売上原価 524,257 640,164

売上総利益又は売上総損失（△） 11,635 △765

販売費及び一般管理費 3,501 3,951

営業利益又は営業損失（△） 8,134 △4,717

営業外収益

受取利息 161 203

受取配当金 93 101

為替差益 1,452 1,428

持分法による投資利益 1,804 1,673

タンク賃貸料 155 149

その他 246 212

営業外収益合計 3,914 3,769

営業外費用

支払利息 1,261 1,603

タンク賃借料 157 161

その他 503 505

営業外費用合計 1,922 2,271

経常利益又は経常損失（△） 10,126 △3,218

特別利益

固定資産売却益 9 5

特別利益合計 9 5

特別損失

固定資産除却損 6 140

固定資産売却損 - 94

子会社株式売却損 - 1,143

国税局調査に基づく返納金 - 458

リース解約損 0 -

特別損失合計 6 1,837

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

10,129 △5,050

法人税、住民税及び事業税 1,207 54

法人税等調整額 136 611

法人税等合計 1,344 665

四半期純利益又は四半期純損失（△） 8,785 △5,716

非支配株主に帰属する四半期純利益 16 23

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

8,768 △5,739
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 8,785 △5,716
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 252 △173
繰延ヘッジ損益 306 1,946
為替換算調整勘定 683 34
退職給付に係る調整額 △53 △50
持分法適用会社に対する持分相当額 3,072 93
その他の包括利益合計 4,262 1,849

四半期包括利益 13,047 △3,866
（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 13,030 △3,890
非支配株主に係る四半期包括利益 16 23
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組みに関する注記）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して作成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用範囲の変更）

(連結の範囲の重要な変更)

当第３四半期連結累計期間において、当社の連結子会社である富士石油販売株式会社及びアラビア石油株式会

社が、両社がそれぞれ保有する東京石油興業株式会社の全株式を2024年７月１日に売却しました。これに伴い、

東京石油興業株式会社を連結範囲から除外しています。

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

従業員又は連結会社以外の会社の下記の債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2024年12月31日)

従業員（持家）

金融機関からの借入債務 ２百万円 ２百万円

バイオマス燃料供給有限責任事業組合

当座貸越約定、輸入消費税の延納、

信用状取引約定に係る債務保証 1,353百万円 3,087百万円

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 773 10 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,159 15 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

当社グループは石油精製/販売事業のみの単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

減価償却費 5,721百万円 5,543百万円

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自2023年４月１日 至2023年12月31日)

（単位：百万円)

石油製品 その他 合計

顧客との契約から生じる収益 522,312 3,554 525,866

その他の収益 10,027 - 10,027

外部顧客への売上高 532,339 3,554 535,893

(注)「顧客との契約から生じる収益」はほとんどが「一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる収

益」であり、それ以外は僅少です。「その他の収益」は日本政府によるコロナ禍における「原油価格・物価

高騰等総合緊急対策」に基づく施策である、「燃料油価格激変緩和対策事業」により受領する補助金です。

当第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年12月31日)

（単位：百万円)

石油製品 その他 合計

顧客との契約から生じる収益 622,663 2,136 624,799

その他の収益 14,599 - 14,599

外部顧客への売上高 637,262 2,136 639,399

(注)「顧客との契約から生じる収益」はほとんどが「一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる収

益」であり、それ以外は僅少です。「その他の収益」は日本政府によるコロナ禍における「原油価格・物価

高騰等総合緊急対策」に基づく施策である、「燃料油価格激変緩和対策事業」により受領する補助金です。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) 113円64銭 △74円34銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)(百万円)

8,768 △5,739

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
損失(△)(百万円)

8,768 △5,739

普通株式の期中平均株式数(株) 77,162,767 77,207,899

(注)当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年２月７日

富士石油株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 米 山 英 樹

指定有限責任社員

業務執行社員 公認会計士 宇 津 木 辰 男

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている富士石油株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2024年10月１日から2024年12月31日まで）及び第３四半期連結累

計期間（2024年４月１日から2024年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準

拠して、富士石油株式会社及び連結子会社の2024年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結

累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計

基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書

日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準に準拠していないと信じさせる事項

が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四

半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


